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高等教育機会の変動と測定

は じ め に

わが国における高等教育進学率の停滞は,既 に数年に及び,と りたてて話題にきれること

も少なくなって きだ。しかし,① 高等教育進学率がなぜ停滞しているのか,② その過程にお

いて,社 会階層によって高等教育機会がどのよ うに変動してきナこのかについて,必 ずしも十

分に明 らかにきれているわけではない。 ここでは,教 育機会の変動を測定する尺度について

の検討を兼ねて,② の問題について,考 察す ることを目的とする。

文部省はその 「学生生活調査」の結果の整理にあたり,1976年 報告書から,次 のような試

みを行っている。 「学生の家庭の平均年収額の分布を学生の家庭の世帯主をほぼ45～54歳 と

想定し,こ れに総理府家計調査から45～54歳 の世帯主の5分 位階層区分(各 区分 とも20%)

を推計した ものにあてはめてみる」 というものである。 その結果,1976年 以来,「 国公立

〔大学〕では各階層 ともほぼ均等に分布しているが,私 立 〔大学〕については高収入階層に

偏っている。しかし,そ の偏 りは前回調査同様是正きれる傾向にある」1)こ とが強調 されて

いる。要するに,高 等教育進学率の停滞過程において,大 学教育機会の社会階層格差は縮少

しているとい うことになる。 もしこれが事実 とすれば,わ が国の高等教育機会は,世 界でも

きわめて珍 らしい事例に属す るといわなければならない2)。

総理府統計局 「家計調査」による年間収入5分 位階級は,調 査対象 となった世帯主のすべ

ての年令層を網羅して作成される。したがって,そ れは世帯主年令20歳 台の世帯 も,60歳 以

上の世帯 も一括した上で,5等 分しにものである。しかし,大 学生年令の子 どもを もつ家庭

として,こ れ らを含めるのは,適 切 とはいえない。年間収入別に高等教育在学者の比率を算

出する場合,大 学生年令の子どもをもつ世帯の所得分布を低い方に偏った ものにするため,

低所得層の在学者の比率が不当に低 くなるからである。したがって,年 間収入別在学率を推

計するような場合に,高 等教育段階の学生の大部分が属す るような世帯主年令層を基準 とす

るのは,き わめて正当なことであ り,不 可欠のことでもある。 「全国消費実態調査」によれ

ば,実 際に大学生を出している世帯主年令層は45～49歳 が最高で,次 いで50～54歳,さ らに

55～59歳,40～44歳 の順になっている。世帯主年令40～59歳 をとると,大 学生全体の約90%,

45～54歳 にしぼると約70%が カバーされる。一般に45～54歳 が利用 されるのは,そ のためで

ある。
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文部省 「学生生活調査」によれば,と りわけ国立大学において低所得層がかなり多いこと

になっていることは既に指摘 しナこ3)。これは,調 査対象に奨学生が過大に代表 きれているこ

とと関連があると思われる。大学学部 レベルの奨学生が家庭の収入にかなり大 きなウエイ ト

をおいて選考 されていることを考慮す ると,こ の事実は 「学生生活調査」の対象が低所得層

の子弟に偏っていることを示唆す る。誤解を避けるためにつけ加えると,ど のような調査に

おいて も,多 かれ少なかれ問題点は存在するのであり,完 全無欠の調査はありえない。重要

なのは,そ れぞれの調査結果の偏 りや歪みを的確に把握した上で,活 用で きるかどうかにあ

る。私見によれば,文 部省 「学生生活調査」はこの点への配慮を欠いている4)。奨学生が過

大に代表 きれていることを考慮して も,国 公立大学においてなお 「各階層はほぼ均等に分布

している」 といえるのかどうかについては,改 めて検討を要することであろう。

ここでは,① 総理府統計局 「家計調査年報」所収の年間収入5分 位階級別世帯分布(全 世

帯)を 利用して,高 等教育在学率を推計す る。 この資料は1974年 版から掲載されているが,

1970年 版か ら年間収入階級別データ(5分 位に区分 きれてはいない)が あるので,そ こまで

は推計によって さかのぼることがで きる。ナこだし,大 学 と短大 ・高専 とが分けられて表示 さ

れるのは72年か らであり,70～71年 については高等教育在学率しか算出で きない。②これ ら

の結果に基いて,高 等教育機会の変動をア トキンソン(Atkinson)尺 度を用いて測定する。

筆者の知る限 り,こ れまで教育機会をこの尺度によって測定した例はない。① と②の課題に

関連して,筆 者はい くつかの論稿を公表しているが5),.こ こでは,最 新のデータまで含める

だけではな く,残 されていたいくつかの問題点を解決することも目ざしている。

1.高 等教育在学率の推計

高等教育在学率 を推計するにめに,文 部省 「学生生活調査」の結果ではなく,総 理府統計

局 「家計調査年報」所収の年間収入5分 位階級別世帯分布(全 世帯)に おける高等教育在学

者数を用いる。調査方法から判断して,「 家計調査」の方が信頼性が高いと判断で きるから

であるが,「 家計調査」がまった く問題がないとい うわけではない。依拠する資料は,「 家

計調査」の対象 となった世帯 を年間収入によって5等 分して,そ れぞれの階級ごとに在学者

数(高 等教育に関しては,国 公立短大 ・高専,私 立短大 ・高専,国 公立大学,私 立大学)を

算出しナこものである。 これは本来 「家計調査年報」の結果を正確に読むための参考資料め一

つである。第一に注意を要す るのは,「 家計調査」の対象か らは,農 林漁業世帯および単身

者世帯が除かれていることである。しだがって,.「 家計調査」の結果によって,全 体の在学

率を推計することは,農 林漁業世帯が 「家計調査」の対象世帯に近似するとみなす ことにな
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る。 これ までの研究 によれば,こ の想定 によって非常 に大 きな差異 は生 じない と考 え られ る。

第二の問題点は,「 家計調 査」 が全 国約8,000世 帯 を対象 としてい ることで1ある。 このサ

ンプル規模は,「 家計調査」それ 自体の 目的には適 合 してい るか も知 れないが,年 間収 入5

分 位階級別在学率 を推 定す るとい う目的に転用す るためには,や や小 さす ぎる。例 えば,国

公立大学在学者 を もつ世帯 の比率は約1%で あ り,国 公立短大 ・高専 については きらに少な

い。 したが って,比 率が比較 的安定 していれば,大 体の傾 向を把 握す るのに役 立つ。 しか し,

時 系列が長期 にわた るほど,ま た在学率 を細分化 して推計 しよ うとすればす るほ ど,サ ン プ

リング誤差 の影響が あ られて きて,実 際 に近 い と思われ る在学率の推計が困難に なる。「

第三 に,世 帯主年令補正 の方法にっいてで ある。:文部省 「学生生活調査」は,総 理府統計

局 「家計調査年報」 の世帯主年令45～54歳 の世帯 の収入分布に きかのぼ り,恐 ら く等間隔分

布 を仮定 して,年 間収入5分 位境界値 を計 算 し瞳 しに もの を用いてい る。 調査原票をその境

界値 に合せて再集計す るこ とが:不可能 なので,こ こで は,そ の方法 を とるこ とがで きない。

ここで採用す る方法は,全 体の年間収入5分 位階級境界値(付 表参照)を 動か きないで,各

5分 位階級に世帯主年令45～54歳 の世帯が どの程度分布 してい るかに注 目す る。 この比 率は

同じ年間収入5分 位階級別世帯 分布(全 世帯)か ら算出で きるが,第15分 位 では低 く,第

V5分 位 では高 くなる(表1)。 そ れぞれの5分 位 階級について,〔 在学者比率〕/〔世帯 主年

令45～54歳 の世帯比率〕 を算 出す る と,世 帯主年令の補正 をした ことになる。 この数値は世

帯主年令補正ず みのselectivityindexあ る いはquotafulfi玉mentindexに 相 当す る もの

表i世 帯主年令45～54才 の年間収入5分 位階級別世帯分布

TablelPercentagedistributionofhouseholdswith

househo!dheadsinthe45r54agegセoupby

fa皿ilyincomequi且tilegroups.

1970

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

I
Lowest
20%

14.2

14.9

12.4

12.4、

14.6

14.5

13.0

13.0

12.4

12.2

11。9

12.1

11.9

12.9

皿
SecOnd

20%

7

7

6

7

4

4

2

0

4

8

8

3

2

4

3

2

2

2

3

3

3

3

3

3

2

2

3

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

皿
Th三rd

20%

5

7

5

4

9

4

5

4

0

9

2

0

5

0

6

6

7

6

7

6

5

6

6

5

6

7

7

8

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1v
Fourth

20%

23.5

23.6

24.4

25.2

23.0

23.5

24.7

24.0

24.1

23.7

25.6

26.2

26.2

25.5

V
H三ghest

20%

0

1

1

3

2

3

7

5

3

3

6

4

3

3

2

2

3

3

1

2

3

3

4

4

3

2

1

0

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3
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で あ る。 これに全 体の在 学率を乗ず ることによって,年 間収入別在学率 の推計が可能 とな る。

`「家計調査年報 」には
,(a)国 公 立短大 ・高専,(b)私 立短 大 ・高専,(c)国 公立大学,

(d)私 立 大学の4種 の年間収入5分 位階級別在学者数が 与 え られて いる。 しだが って,(a)

～(d)の そ れぞれにつ いて在学率 の推計がで きるが,aは サ ンプル数が少 なす ぎるので,除

外す る。 なお,a+bを 短 大 ・高専,・c+dを 大 学(4年 制),a+b+c+dを 高 等教育

と一括す ることにす る。 この場合,18～21歳 人 口を分母 に とってい るだめ,短 大 ・高専在学

率は,実 際の約%に な ることを注意 してお きたい。進学率 との大 きな差異 は主 として そのた

めであ る。高等教育全体 として は1970～83年,1972～83年 に ついては,大 学,短 大 ・高専(

国 公立,私 立別)に 分 けて在 学率 を推計 した。 これ らの結果 を表示す る と,表2～ 表7の と

お .りで:ある。

問題は,推 計 された年 間収入5分 位 階級別在学率がかな り変 動 して,必 ず しも安定 して い

ない点にあ る。 この不安定 さが現実 の動 きを正確 に反映 してい るのであれば,問 題 はない。

しか し,18～21歳 人 口(分 母)も 在 学者数(分 子)も 毎年 部分的に交 代す るにす ぎない在学

率の性格 を考慮す れば,現 実の在学率が ある年に急激に変化 し,翌 年には以前の比 率に復 帰

す るとい うのは,ほ とん どあ りえない ことで あ る。 これは,か な りの程度 までサンフ。リング

誤 差に起 因す る と考 え られ る。年間収入 別在 学率の推計 とい う,「 家計 調査」本 来の 目的 と

はまっに く別 の 目的に転用す ることに必然的に伴 う問題で ある。

表2年 間収入5分 位階級別高等教育在学率推計

Table2Estimatedenrolmentratesbyfamily量ncomequintile

groups:allhighereducatio且(Adjustedtothe45-54age

groupofhousehoidheads)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

8

8

8

8

91

全 体
Average

18。7

20.4

23.0

25.6

27.9

30.3

32.2

33.4

34.2

33.9

33・ 与

33.4

32.7

32.1

I
Lowest

20艶

7

8

4

8

3

4

0

4

6

6

4

6

7

4

7

7

2

6

5

6

1

2

3

7

8

9

2

0

1

1

1

1

2

2

2

1

1

1

2

2

五
Second

20%

0

2

5

6

9

2

3

0

4

2

8

0

7

1

1

1

4

0

5

1

3

4

0

1

5

8

4

1

1

1

1

2

1

2

2

2

3

3

2

2

2

2

皿
Th三rd

20%

8

7

5

6

9

5

2

7

5

4

8

3

6

9

13

15

20

25

22

28

24

%

33

溢

34

31

29

27

Fourth

20%

17.6

20.6

22.5

24.2

26.5

28.5

32.9

33.4

26.3

30.5

28.8

30.3

27.3

33.0

V

Highest

20% 、

30.3

32.2

32.0

37.7

43.0

42.4

43.7

43.7

45.5

47.1

44.9

43.6

46.7

44.7
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現在のところ,在 学率推計のだめには,こ れ以上の資料は他にないので,こ のような難点

があるからといって,こ れを放棄す るのは賢明ではない。むしろ,難 点をできるだけ抑制す

る工夫をして1こ の資料 を積極的に活用する必要がある。この場合;分 母 も分子 も一定期間

在学を継続する在学率の算定方式からみて,デ ータをスムーズにすることはきわめて望 まし

いと考えられる。それは,単 にはずれ値を取 り除 くだけではな く,時 系列の前後の数値を考

表3年 間 収 入5分 位 階 級 別 大 学 在 学 率 推 計

Table3Esti卑atedenrolmentrate写 .byfamilyincomequint三le

groups:univers量ties(Adjustedtothe45-54ag6groupof

housegoldheads)

1972

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

全 体A
verage

19.1

21.2

23.0

25.0

26.6

27.5

28.2

28.0

27.6

27.3

26.9

26.4

IL
owest

20%

10b3

12.5

124

13.0

17.6

19.0

18.9

13.4

13.9

12.0

19.1

14.8

H
Second
.20%

12.8

15.1

13.1

18.0

18.1

19.8

24.3

25.8

17.4

21.0

15.6

13.7

皿
Third

20%

15.9

18.4

17.9

22.8

20.0

16.8

26.2

18.5

28.2

25.1

23.9

25.3

Fou葬th

20%

18.3

18.4

21b4

24.0

26。6

27.5

20.3

24.1

22.6

23.8

19.9

27.5

説・毅H

27.1

30.3

36.6

34.5

36.2

36.3

39.5

41.2

40.0

39.3

42.2

36.7

表4年 間 収 入5分 位 階 級 別 短 大 ・高 専 在 学 率 推 計

Table4Est三matedenrolmentratesbyfamilyincomequi皿tile

groups:juniorcolleges(Adjustedtothe45-54agegroup

ofhouseholdheads)

1972

73

74

..75

76

77

78

79

80

81

82

83

全 体
Average

8

4

9

3

7

9

1

0

0

1

8

7

3

4

4

5

5

5

6

6

6

6

5

5

I
Lo宙est

20%

2.1

3.0.

2.8

3.1

3.6

3.4

4.5

4.2

4.2

6.4

3.8

4.6

五
Second

20%

8

0

7

3

0

2

0

7

0

3

8

5

1

4

2

3

5

4

6

5

7

6

6

5

皿
Third

20%

3

「1

9

4

2

8

8

1

5

1

5

6

4

5

4

5

4

5

6

6

6

6

5

3

wF
ourth

20%

1

0

2

4

5

1

7

5

9

3

1

5

4

4

5

4

6

6

5

6

5

6

6

5

V
Highest

20%

8

0

6

7

8

5

7

4

0

7

0

6

4

5

6

7

6

7

6

6

6

5

6

7
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慮す ることによって,在 学率推計値を現実に近づけるという積極的な意味がある。

データをスムーズにする最 も一般的な方法は,最 小二乗回帰である。 この方法には,平 均

と分散の組合ぜに基づ くことか ら,し ばしば抵抗性を欠 くという周題がある。残差平方和を

最:小にするという最小二乗基準のために,回 帰線か ら離れたところに位置する,典 型的では

表5年 間 収 入5分 位 階 級 別 国 公 立 大 学 在 学 率

Table5Estimatedenrolmentratesbyfamilyincomequintile

groups:・ ・ationalandlocaluniversities(Adjustedtothe

45-54agegroupofhouseholdheads)

1972

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

全 体
Average

6

1

4

9

3

5

7

8

9

4

5

5

4

5

5

5

6

6

6

6

6

6

6

6

I
Lowest

20%

7

6

3

5

6

0

2

4

7

1

6

3

3

3

3

3

3

6

6

4

5

2

3

3

I
Second

20%

4

6

7

0

9

6

8

9

1

6

1

3

2

5

3

5

5

3

6

5

4

4

5

3

皿
Third

20%

7

8

3

6

0

7

7

7

3

8

8

0

2

4

4

5

3

4

5

3

9

5

4

4

Fourth
20%

1

5

9

7

6

1

1

5

6

5

9

8

5

4

5

5

7

8

4

5

4

5

5

8

V
Highest
20%

5.9

6.5

7.3

7.7

8.1

7.6

9.1

10.3

9.0

9.7

9.6

8.9

表6年 間 収 入5分 位 階 級 別 私 立 大 学 在 学 率

Table6Estimatedenmlment・atesbyfamilyinc・mequi且tile

groups:privateuniversities(Adjustedtothe45-54age

groupofhouseholdheads)

1972

.73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

全 体
Average

14.5

16.1

17.6

19.1

20.3

21.0

21.5

21.2

20.7

20,8

20.4

20.0

IL
owest

20%

4

9

0

7

8

4

9

5

3

6

1

4

6

8

9

9

3

3

2

9

8

9

5

1

1

1

1

¶⊥

-

五S
econd

20%

10.3

9.8

9.5

13.4

12.8

16.0

17.4

19.7

13.2

16.2

11.0

10.6

皿
Third

20%

13.6

13.5

13.6

17.4

16.4

17.9

20.4

14.6

19.3

19.1

19.0

20.6

w
Fourth
20%

12.9

14.0

15.3

18.5

19.3

19.5

16.1

18.4

17.8

18.3

14.1

19.4

v
Highest

20%

20.7

24.2

29.0

26.7

28.0

28.6

30.3

31.0

30.8

29.5

32.4

27.8



高等教育機会の変動と測定 203

ない少数のケースが回帰線に過度の影響を及ぼすのである。 とくにサンフ。リング誤差の大 き

い非実験的データの場合には,回 帰線の形自体 も別の ものになることも稀ではない。しナこが

って,こ こではこの方法を採 らない。

ここでは,い わゆる《53R'H》 を利用す る6}。これは,以 下のような理由で,こ こで対象

とす る時系列データ中に含まれる傾向性を見出すのに適している。Xが 漸次増加する範囲内

で,し か も部分的に重な り合った範囲内でのY値 の中央値,つ まり走査申央値を利用する方

法であり,中 央値 を用いるため,計 算は容易であ り,し か もはずれ値の影響をうけることが

少な く,抵 抗力がある。具体的には,《53R'H》 は次のように求められる。

①原系列からグループ5の 走査中央値を求める。② さらに①の結果か ら,グ ループ3の 走

査中央値 を求める。そして,③ この系列が可能な限 りスムーズであることを確認す るために,

何らかの変化 も生じな くなるまで,グ ループ3の 走査中央値を求める過程を繰返す。なおプ

ライム(')は 前の系列から移 しナこ値を両端で用いていることを略記しにものである。 ④ き

らに隣合った数値の平均値をすべて計算し,そ れぞれの隣接した平均値のすべての対の平均

値を求める(い わゆるハニング)。 これは,グ ループ2の 走査中央値の2度 の繰返し過程 と

同じことである。

《53R'H》 において注意を要するのは,ス ムーズ化された系列の両端の数値である。走査

中央値を求めるにあた り,両 端の数値について問題が生pる のは避けられない。グループ5

を用いると,系 列の両端で2つ のデータ点が失なわれる。これを処理す るナこめに とられる最

も簡単な方法は,グ ルーフ。5の場合,初 めの3数 値 と終 りの3数 値を用いて,各 端の2番 目

表7年 間 収 入5分 位 階 級 別 私 立 短 大 ・高 専 在 学 率

TaMe7Estimatedenrolmentratesbyfamilyillcomequintile

groups:privatejuniorcolleges(Adjustedtothe45-54

agegroupofhouseholdheads)

1972

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

全 体A
verage

3

7

2

6

9

1

3

2

1

3

2

2

3

3

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

I
Lowest
20%

7

6

3

6

7

7

7

7

8

7

3

7

1

2

2

2

2

2

2

3

2

5

3

3

亜S
eco且d

20%

6

1

2

4

5

9

3

0

0

6

5

7

1

3

2

2

3

3

4

4

5

5

5

4

皿
Third

20%

1

2

8

4

8

6

3

0

7

2

0

5

4

4

3

4

3

4

6

5

5

5

5

3

Fourth

20%

2

4

5

3

7

0

4

1

2

4

3

1

3

3

4

3

5

5

5

6

5

5

5

5

V
Highest
20%

2

3

0

3

2

8

1

6

6

0

8

1

4

4

6

7

6

6

6

5

5

5

5

7
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のものを定め,原 系列の各端の数値はそのまま記録するというものである。したがって,最

初の数値 と最後の数値は,原 系列 とスムーズ化 された系列の両方で,と もに同一になる。以

下で分析するのは,資 料上の制約のため,12～14時 点 という短い時系列であるので,こ の点

についてはとくに注意が必要である。

表2～ 表7か ら《53R'H》 によってスムーズを抽出した結果をみると,連 続的に変化する

はずの在学率 としては考えられないような,や や極端な数値が突然現われては消えることは

な くなっている。しだがって,ス ムーズ化したデータの方が,恐 らく現実に近いと考えるこ

とがで きる。逆に,大 学+短 大 ・高専;高 等教育 とはならないような,部 分的不整合の部分

もかなり生じている。《53R'H》 の操作を施す ことは,デ ータか らスムーズを抽出して ラフ

(残差)を 分離することであるか ら,こ の不整合はある程度不可避であろう。問題は,ラ フ

が何らかの規則性をもつか どうかである。煩雑になるので,詳 細はここでは省略す るが,規

則性はとくに検出できなかったことを指摘 しておきたい。

主要 な結果 を概観するために,表8か ら表13を 作成した。 〔第15分 位+第 ∬5分 位〕を

低所得層,〔 第115分 位+第W5分 位〕を中所得層,第V5分 位をそのまま高所得層 とよび,

三区分している。なお,低 所得層 と申所得層1とついては,在 学率を改めて 推計し直して,

《53R'H》 にょってスムーズ化している。これ らの結果か ら,次 の7点 を指摘で きる。

表8年 間 収 入 別 に み ナこ高 等 教 育 在 学 率

(ス ム ー ズ)

Table8Smoothedenrolmentratesby

familyincomequintilegroups:

allhighereducation

表9年 間 収 入 別 に み た 大 学 在 学 率

(ス ム ー ズ)

Table9Smoothedenrolmentratesby

familyincomequintilegroups:

unlversltles

1(1)駆粥(2蟹 鴇(3)高 轡号層

1970

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

9.4

10.4

13.0

15.5

17.3

19.3

21.5

22.8

23.2

23.5

23.6

23.5

22.7

20.5

16.1

18.7

21.2

23.1

25.3

27.7

29.0

29.2

29.5

29.8

30.3

30.5

30.5

30.5

30.3

31.6

33.5

37.5

41.4

42.9

43.3

43.9

44.6

44.9

44.9

44.8

44.7

44.7

1972

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

1(1)駆粥 陛 躍 　樗(3)高薦 層

11.5

12.7

13.8

15.6

17.6

18.9

19.3

18.8

17.6

16.8

16.0

14.0

17.2

18,4

20.4

22.6

23.5

23.6

23.8

24.0

24.2

24.3

24.8

26.4

27.1

30.5

33.9

35.8

36.3

37.1

38.7

39.6

39.9

39.8

38.8

36.7

(1)Iowerincomegroups(Lowest20%十

Second20%)

(2)皿iddleincomegroups(Third20%十

Fourth20%)

(3)higherincomegrouIゴ(Highest20%)

(1)loweri獄comegroups(Lowest20%十

Second20%)

(2)middleincomegroups(Third20%十

Fourth20%)

(3)higherincomegroup(Highest20%)
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表10年 間 収 入別 に みた 短 大 ・高 専在 学 率

(ス ムー ズ)

Table.10Smoothede皿rolmentrates.by

familyinCOmeqUintilegrOUpS:

jUn董orcolleges

表11年 間収 入 別 に み た 国 公立 大 学 在 学率

(ス ム ー ズ)

TablellSmoothede且ro!me皿tゼatesby.

fami1ナinc・mequi皿.tile郎 ・ups:

natiOnalandlOCalUniVerS三tieS

1972

73

74

75

77

78

79

80

81
.82

83

(1)低所得層(1
+D

(2沖所得層(
皿十w)

0

7

2

5

9

3

9

2

.3

4

3

0

コ

ロ

ロ

　

サ

コ

リ

コ

　

ロ

　

　

2

2

3

.3

3

4

4

5

5

5

5

5

42

4.4

4.8

5.1

5.5

5.9

6.1

6.2

6.2

6.1..

5.7

4.7

(3)高所得層
(V)

4.8

5.3

6.2

.6.7

6..8

618

6.6

6.4

6.1

.6.0

6.4

7.6

1972

73

74

75

76

77

78

79

80.

81

82

83

(1)低所 得 層

..(1.+亜..)

3.0

3.5

4.1

4.5

4.7
.4
.7

4.8

4.8

4.7

4.2

3.6

3..3

② 中所得層
(皿 十w)

0

6

1

5

6

6

6

6

6

6

9

8

ロ

ロ

コ

コ

コ

　

　

コ

リ

リ

コ

コ

4

4

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

③高所得層
(V.)

5.9

6.5

7.2

7.5

7..8

8.2

8.8

9.2

9.5.

9.6

9.4

8.9

q)1・wer圭nc・megr・ups(L・.west20%+S
eco亘d20%)

(2)middleinc6megroups(Third20%十

F・urth20%) .

(3)higher三ncomegroup(Highest20%)

(1)10werincomegroups(Lowe串t20%十
Second20%)

(2).1niddlei血comegroゆs(Third20%十
Fourth2Q%)

(3)higher1ncomegfoup(Highest20%〉

表12年 間 収 入別 に み た私 立 大 学 在 学率

(ス ムー ズ)

Tablel2Smoothedenrolmentratesby

familyincomequintilegroups:
ロ ロ コ 　

prlvateunlversltles

表13年 間収 入 別 にみ た 私 立短 大 ・.高専 在 学率

(ス ムー ズ).

Table13.Smoot葦edenro重mentratesby

f.a皿ily.量nco担equint三legroups:

privatejun三 〇rcolleges

1972

73

74

75

76

77

78

.79

80

81

82

83

(1)低所得層(
1+D

8.4

9.0

9.8

11.4

13.2

14.4

14.7

14.2

13.3

12.9

12.4

1160

②中所得層(
皿+.w)

13.2

13.8

15.2

17.1

18.0

18.1

18.2

18.3

18.4.

18.5

18.9

20.0

(3)高所得層(
V)

20」7

23.9

26.4

27..8

28.4

29.0

29.9

30.4

30.7

30.5

29.4

27.8

1972

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82.

83

(1)低所得層(
1+1)

7

2

5

8

1

3

5

7

9

1

2

2

ロ

ロ

　

　

コ

コ

の

リ

ロ

　

　

コ

ー

2

2

2

3

3

3

3

3

4

4

4

(2)中所得層(皿
十F)

3.6

3.7

3.8

4.2

4..7

5.0

5.3

5.5

5.5.

5.3

5。0

4.5

(3)高所得層
(V)

3

7

6

1

2

2

0

7

6

6

1

1

●

●

.

●

O

.

・

。

●

。

●

・

.

4

4

5
.6

6

6

6
.
5

5

5

6

7

(1).lowerincomegroups(Lowe串t20%十

Second20%)

(2)middleincomegroups(Third20%十

Fourth20%)

(3)highefincomegroup(Highest20%)

(.1)監owerincomegroups(Lowest20%十

Secdnd20%)

(2)middleincomegropu呂(Third20%十

Fourth20%)

(3)higher.incomegroup(Highest20%).
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1.高 等教育全体 としては,76年 前後までいずれの所得層の在学率 も上昇したが,そ れ以

後はほとんど安定している。 これは,大 学 と短大 ・高専の在学率が異なる変動パターンを示

してお り,そ れらが複合した結果である(表8)。

2.大 学在学率は,低 所得層で明 らかに低下してお り,そ れに対 して,中 所得層および高

所得層において上昇している(表9)。 これによって,大 学進学率あるいは在学率の停滞は,

主 として低所得層の低下に起因していることが確認で きる。

3.短 大 ・高専については,ご く最近に至るまで,低 所得層および中所得層の在学率が一

貫して上昇 してきた。逆に,77年 前後か ら,そ れまでも停滞気味だった高所得層の在学率が

低下を始めている(表10)。 これは大学在学率の場合 とはきわめて対照的なパターンであり,

これまでほとんど注目されなかったものである。

4.低 所得層の在学率が,大 学において低下し,短 大 ・高専において上昇したということ

は,低 所得層の一部分が大学→短大 ・高専へ と移動した可能性がある。大学レベルよりも短

大 ・高専レベルにおいて,全 体 としての在学率が変化しなかったのはそのためであろう。

5.80年 以後には,そ れまでとは異なった変動のパターンがみ られる。大学では,高 所得

層の在学率 も低下す るようにな り,逆 に,短 大 ・高専では,高 所得層の在学率が上昇(低 所

得層および中所得層の在学率は低下)し ている。高所得層の一部分 も,大 学→短大 ・高専へ

と進路変更す るようになったのか もしれない。この変化が現実に生じつつあるのか,両 端に

原系列の数値がそのまま残 る走査中央値算出のためなのかを確定するためには,今 後の動 き

を見守 らなければならない。

6.大 学を国公立 と私立 とに分けて,在 学率を算出して も(表11お よび 表12),大 学全体

の在学率 とほぼ類似した変動パターンがみられる。高所得層では上昇し,中 所得層ではやや

上昇あるいは安定,低 所得層では低下してい る。ただし,低 所得層の在学童が低下し始める

時期は,私 立では78年 前後から,国 公立では80年 前後か らであり,や やずれている。 このず

れは,低 下の原因が私立と国公立とでは必ずしも同一ではないことを示唆す る。大学在学者

の構成が半分入れ替るには2年 を要す ることを考えると,76年 に始まる専修学校制度の発足

や大学進学率抑制政策,79年 に始まる国公立大学共通一次試験などの影響が,大 学在学のた

めの家計負担が増大してきたナこめ,主 として低所得層にあらわれてきたとい う可能性 も考え

られる。80年 以後になると,高 所得層の在学率に も,や や低下の兆しが認められる。この低

下が今後 も続 くかどうかに注目する必要があるが,大 都市所在の私立大学入学者抑制による

競争激化のために,高 所得層の学力 「限界」層に何 らかの変化が生じている可能性がある。

もちろん,こ れらはかなり確率の高い説明ではあるが,一 つの推測にす ぎず,改 めて調査デ

ータによる詳細な検討を要する。

7.短 大 ・高専全体にしめる国公立短大・・高専のウエイ トが小 きいので,私 立短大 ・高専
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在 学 牽 の変動パ ター ン(表13)は,短 大 ・高専全体 とほぼ同じになる。

わが国におけ る高等教育在学率 の変動 パ ターンの特徴 は何か。 それ を明 らかにす るために,

イギ リスの社会 階層別大 学進学塗(ageparticipationrate)の 動 きと比較 してみ よ う。多 く

の ヨー ロッパ諸国 と同 じ く,イ ギ リ、スでは,1970年 代 前半 か ら,高 等教育進学率 の停滞が続

いてい る。 イギ リスのデータは,UCCA(UniversitiesCentralCouncilo皿Admissions)

の年 報 に収録 されて いる資料か ら算 出した もので ある。原 データについてい くつかの問題点

も指摘 されて いるがη,全 国的 資料 としては唯一 の もので ある。 日本 のデータとの比較 のた

めに,《53R'H》 に よ りスムーズ化 した進学率 を表示 してい る(表14)。

表14イ ギ リスの社会階層別大学進学率(ス ムーズ)*

璽able14Smoothedagepartic互pationratesatu皿iversities

bysocialclassinGreatBritain

1 1 皿

1967

6a

69

70

71

72

73

74

75

76

77

25.9

26.4

27.6

28.7

29.4

29.9

30.4

31.1

31.6

32.1

33.0

16.0

16.5

16.7

16.8

17.1

17.3

17.3

17.3

17.4

17.5

17.6

9.1

9.9

10.4

10.7

10.8

10.8

10.7

10.7

10.7

10.7

10.9

3.1

3.4

3.5

3.7

3.7

3.7

3.7

3.7

3.7、

3.7

3.7

(注)Iprofessiona1,artistic,techllical

正Managerial,sen三 〇radministrative

皿Clerical,junioradministrative

WManual

*Edwards
,E.G.andRoberts,1.J。,BritishHigher

Education:Long・termTrends三nStudentEnrolment,

丑,g肋7E4%o碗 勿π1～6加θω,Spring1980に よ り算出。

イギ リスの場合,第1階 層(専 門 的職業)だ けが上昇 してい るだ けで,そ れ以外の階層 に

おいては,ほ とん ど変化が み られ ない。ただ し,第1階 層 のシ ェアは小 さいので,全 体 の変

動を左右す ることはで きない。 それに対 して,わ が国 の場合,高 所得層および中所得層 の大

学在学率が上昇す る一方において,低 所得層の大 学在 学癒 が低下 して きた。既にか な り高 い

在学率 を達成 して いナこ低所得層 は,70年 代 前半 まで,他 の所得層 と共 に在 学率を伸 ばして い

った。 その結果,わ が 国の低所得層 の在学率 は,イ ギ リスの管理的職業 と事 務的職業 との中

聞程度 の レベ ルにあ る。その意 味において,低 所得層 の在学率低下 を強調す るよ りは,そ の

高等教育 需要 の高 さ とその変動 しやす さに注 目すべ きか もしれ ない。
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2.高 等教育機会の不平等度

次に,年 間収入5分 位階級別在学率に基いて,教 育機会の不平等度を測定す る。そのため

に,ど のような不平等の尺度を用いた らよいか。多 くの不平等尺度の中で,最 も一般的に用

いられて きたのは,ロ ーレンツ曲線とそれに明確に関連づけられたジニ係数の算出である。

ロ{レ ンツ曲線は,次 のような性質をもっ。①すべての者の在学率が一律にa倍(a>0)

になって も,ロ ーレンツ曲線は変化しない。パイの切 り方だけを問題にして,パ イの大 きさ

そのものは問わないということである。② ローレンツ曲線による判定は,特 定の個人を区別

しない(匿 名性)。 パイの切 り方が同じである限 り,誰 がどの部分を手にしようとかまわな

い。③ローレンツ曲線が交差する場合には,そ れだけでは不平等を判定で きない。各所得層

にどのようなウエイ トをつけるかによって,全 体としての不平等の順序が左右 され る。国際

比較においても,異 時点比較において も,教 育機会の不平等度の測定にあたり,平 均在学率

の異なる分布を比較す るのが普通である。 このような場合に,ロ ーレンツ曲線による判定が

在学率の相対的較差だけを問題にす るということは,不 平等 という意識が相対的窮乏感に基

底 をおいている限り,有 効であるとい うことである。したがって,教 育機会の絶対的不足 と

か特定のグループがつねに最 も小 さいパイを受けとるという事態は,考 慮 されていないこと

に注意 しなければならない。

ジニ係数に代表 され る不平等の尺度は,ロ ーレンツ曲線が交差しているか否かを問わず,

いかなる分布について も,そ の不平等度を計測し比較で きるように作成 されている。したが

って,不 平等尺度は暗黙のうちに低所得層における不平等 と高所得層における不平等をなん

らかの形で評価していることになる。しかし,ど のような理由で,ジ ニ係数が不平等の尺度

として適切であるのか,ま ナこ,そ れがいかなる価値判断に基づいた尺度であるかについて,

ほとん ど問われることはなかった。不平等の尺度に内在する価値判断を判定する手がか りが

ないために,ジ ニ係数は,い わば価値判断か ら中立的な尺度であると想定 きれ,利 用されて

きた。

ア トキンソン(Athnson,AnthonyB.)は,不 平等の尺度のなかに暗黙の うちに前提 き

れている価値判断をふせたままで安易に用いるべ きではない と考えナこ。そして,社 会厚生関

数を明示し,そ れとの関連で所得不平等の尺度を定義すべ きであると主張して,新 しいア ト

キンソン尺度(EquallyDistributedEquivalentMeasure)を 提案しアこ8)。この尺度の重要

性は,分 析 し評価を くだす当人が不平等をどう考えるかに関する価値判断を明らかにせずし

ては,不 平等を正しく数量化することはで きないという点にある。 このア トキンソン尺度を

教育機会の不平等度の測定に利用す るのが,以 下の課題である。
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ア トキンソン尺度 は,一 般に次 のよ うに定義 きれ る。

1/(レ ε)

A一 ・一[孟
、曇、(瓢互)『 ・鵡 瓠
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A一 ・一・xp[lL翫 。9埜
ni讐1μ]・ ・一工

ここで,μ は平均在学率,yiは 年間収入5分 位階級別在学率(n=5)と すると,教 育機会

の不平等度を測定する尺度になる。教育機会が完全に平等な社会ではA=0,あ る階級(グ

ループ)が 独占する社会ではA=1と なる。 この尺度は,危 機回避の理論に ヒン トを得て,

不平等回避の理論に読みかえる形で提案 きれナこことか らも明らかなとお り,最 大の特色は ε

にある。 εは分析者の不平等問題についての関心の度合,低 所得層に対する配慮の度合 を示

す。 εの値が大 きいほど,尺 度における低所得層の相対的ウエイ トが大 きい。 ε→○。の場合

には,ロ ールズ(Rawls,John)の マキシ ミン原理に相当す ることが証明で きる。逆に εが

小 きくなるにつれて,申 所得層,高 所得層の順に,そ の相対的ウエイ トが大 きくなる。

パラメーター εをどの程度に設定すべ きか とい う問題は,こ の尺度自体からは出て くるわ

けではない。 εを変えると結論が異なることがあれば,評 価は一義的に確定しない。しかし,

不平等を分析評価す る上で重要なのは,分 析者の依拠する価値判断を明示することであり,

それなしに一般性をもつ評価をくだす ことはで きないのである。それを可能にするのはア ト

キンソン尺度のみである。ナこだし,い かなる基準に基いて,ε=2と するか,ε=10と する

か とい う問題は一般的には解決で きない。 この性質を逆用す ると,ロ ーレンツ曲線を描 くこ

となぐ,そ の交差の有無を調べることがで きる。 εの値を大小2つ(例 えば0.5と5)選 ん

で,Aを 計算した時,不 平等の順序づけが異なっていれば,ロ ーレンツ曲線は交差している

ことになる。 これはローレンツ曲線を描 くのが複雑な作業を伴 う場合に,有 効性を発揮する

ことがある。

ジニ係数がどのような価値判断を内在 させているかについては,ア トキンソン尺度のパラ

メーター εの値を動かす ことによって,明 らかにすることができる。ジニ係数は,低 所得層

に最 も大 きいウエイ トをつけてい るものの,申 所得層,高 所得層に も比較的大 きなウエイ ト

をつけてお り,ア トキンソン尺度の0<ε ≦1に 相当する。そのナこめ,場 合によっては,中

所得層が全体の評価を支配してしまうことがあるといわれる。さらに,ジ ニ係数に前提 きれ

ている価値判断は,取 扱 う問題によって,0<ε ≦1の 間をきわめて恣意的に動 くことも指

摘 されている9)。いずれにして も,ジ ニ係数は価値判断から中立な尺度ではない。

年間収入5分 位階級別在学率(ス ムーズ)に 基いて,ア トキンソン係数を算出した結果を,

図1か ら図6に 示す。ここでは,ε=0.5と ε諾5の 大小2つ の場合を表示している。当然の

ことなが ら0.5<ε<5に ついては,ア トキンソン係数はグラフの ε=0.5とF5の 間に入る。
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図5

Figure5

ア トキ ン ソ ン 係 数 の 変 化:私 立
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注 目すべ き点を整 理す ると,次 の とお りであ る。

1.高 等教育全体 の場合,ε 嵩0.5で も ε=5で も,ア トキ ンソン係数の変化 はほ とん ど

同じ型で あ り,73年 以 後やや低 下 しなが ら安定 してい る。いず れの立場か らみて も,高 等教

育機会 の不平等度の評 価は大 き く異 な ることはない(図1)。

2.大 学 に ついては(図2),ε=0.5で の ア トキン ソン係数をみ ると,79～80年 の あた り

でゃや低下 した他,ほ とん ど一定で ある。 ε=5の 場合,77年 までは係数が低下 し,そ れ以

後 は上昇に転 じてい る。 この変化に は,低 所得層 の大 学在 学率の変 化が対応 して いる。

3.短 大 ・高専 のア トキ ンソン係数 は,ε=0.5で も ε=5で も明 らかに低下 して いる。

この低下が,と りわ け ε=5に おいて著 しい のは,低 所得層の在 学毒が相対 的に上昇 しに こ

とを反映 してい る(図3)。

4.国 公立大学についてみ ると(図4),ε=0.5,ε=5の いず れの場合 に も,70年 代 後

半か らア トキンソン係数が上昇 して いる。 これ は,低 所得層が不利にな るとい う形 で不平 等

化が進行 してい るこ とを示唆す る。

5.私 立大学で は,70年 代 後半か ら,ε 講0.5の ア トキンソン係数はゆ るやかな上昇 を示

す のに対 して,ε=5の ア トキンソン係数は77年 を底 とす るV型 に なってお り,80年 以 後は

ほぼ一定で推 移 してい る。係数の上昇 が止 ったのは,低 所得層 の低下傾 向に加 えて,高 所得

層 の在学率 も低下傾向 を示す よ うにな ったか らであ る(図5)。 ア トキンソン係数 の測定に
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よれ ば,国 公立大学において も,私 立大学 にお いて も,70年 代 後半に不平等化が進行 してい

たこ とは明 らかであ る。 しかし,と くに私立大学に ついて は,ε=0・5と ε=5と で は,ア

トキンソン係数の動 きが多少異 な るので,分 析 者の不平 等問題の関心の度合によ って,あ る

程度評価が異 って くることが予想 きれ る。

6.私 立短大 ・高専のア トキンソン係数 の動 き(図6)を,短 大 ・高専全体 のそれ(図3)

と対比 してみ ると,ε=0.5に つ いて も,ε=5に つ いて も,私 立の方が一貫 して高いア ト

キン ソン係数を示している ことがわか る。国公立短大 ・高専 のシ ェアは大 き くないが,教 育

機 会の平 等化にあ る程度貢献 してい る と考 えるこ とがで きる。

3.残 され た課 題

ア トキンソン係数Aの 意味は,も し教育機会を平等に分配すれば,同 じ水準の教育福祉が

現在の在学率の(1-A)だ けで達成 されるということである。換言すれば,再 分配によっ

て平等を もたらす福祉の増大は,在 学率をAだ け上昇 させることに相当するとい うことであ

る。所得再分配 と異な り,教 育機会の再分配 とい うのは実際には不可能に近い。しかし,そ

のよ うな理想状態を想定して,そ れ との距離によって教育機会の不平等を測定することは可

能である。上の適用例によって も,実 際のデータの動きとかな り明確な対応関係が確認で き
r
るので,ア トキンソン係数は,理 論的に も実際的に も,教 育機会の不平等度の測定尺度 とし

て,ジ ニ係数その他よりす ぐれていると考えられる。

しかし,ア トキンソン尺度に も,ま った く問題がないわけではない。この尺度によって,

①一国における不平等が,時 間的推移 と共に,ど のよ うに変化したか。②ある一時点におい

て,ど の国(地 方)が 最 も不平等であり,ど の国が最 も平等であるかとい うことを明 らかに

す ることはで きる。しかし,そ れではなぜ時 と共に平等化しだ り,あ る国が最 も不平等なの

かという問題に対す る解答はこれだけではでて こない。この問題を解 く一つの手がか りは,

不平等の尺度を分解することによって得 られる。ア トキンソン係数はそのままでは分解で き

ないため,級 間分散および級内分散への分解をア トキンソン尺度に適用することがで きない。

そのために,ア トキンソン尺度 と一対一の対応 を示す 分解可能な 豊田尺度が 提案 されてい

る10)。さらに,ア トキンソン尺度は,い くつかのバ リアン トを生みだす刺激剤 となった。例

えば,ア トキンソン尺度Aと 絶対的不平等回避度不変の尺度Bを それぞれ特殊ケース として

含む一般性をもつ コルム(Kolm)尺 度1),垂 直的不平等 と水平的不平等を同時に考慮しに

キング尺度12)などは,そ の代表的な例 といえよう。教育機会に関する資料は,こ れ らを直ち

・に適用できるほどには整備 されていないナこめ,詳 しい検討は次の機会にゆず らなければなら
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な い 。
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2)Geiger,RogerL,TheLimitsofMassHigherEducat三 〇n,YaleHigherEducation

ResearchGroupWorkingPaperYHERG-41,1980.
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付 表 年 間 収入5分 位 階 級(全 世 帯)区 分 点

AppendixFamilyIncomeQuintileGroups,AllHouseholds.1970-1983(i旦TenThousand

Yen)

1970年1～74.4万 円 未 満

i[74.4～98.6万 円

巫98.6～123.5万 円

W123.5～162.8万 円

V162。8万 円以 上

1971年1～85.4万 円未 満

豆85.4～113.1万 円

皿113.1～142.6万 円

W142.6～189.0万 円

V189.0万 円以 上

1972年1～99.3万 円未 満

豆99.3～129.6万 円

■129.6～163.5万 円

】V163.5～218.3万 円

V218.3万 円 以 上

1973年1～113.7万 円未 満

五113.7～148.6万 円

皿148.6～187.0万 円

W187.0～250.0万 円

V250.0万 円 以 上

1974年1～133.1万 円未 満

1133.1～176.7万 円

皿176.7～224.6万 円

W224.6～300.0万 円

V300.0万 円 以 上

1975年1～156.4万 円未 満

巫156.4～209.6万 円

皿209.6～265.5万 円

】V265.5～355.4万 円

V355.4万 円 以 上

1976年1

∬
皿

V

1977年I

I
皿

w

V

1978年1

皿

皿

wv

1979年1

豆
皿

V

～178万 円未 満

178～239万 円

239～304万 円
304～406万 円

406万 円 以 上

～204万 円 未満

204～268万 円

268～341万 円

341～450万 円

450万 円 以 上

～221万 円 未満

221～291万 円

291～365万 円

365～490万 円

490万 円以 上

～238万 円 未 満

238～311万 円

311～392万 円

392～519万 円

519万 円以 上

1980年1～253万 円未 満

亙253～334万 円
皿334～422万 円

1Ψ422～557フ ゴ円
V557万 円 以 上

1981年1～265万 円 未 満

H265～350万 円
皿350～444万 円

W444～588万 円

V588万 円 以 上

1982年1～282万 円 未 満

正282～373万 円
コ[373～478万 円

W478～632万 円

V632万 円以 上

1983年1～295万 円 未 満

亜295～396万 円
皿396～501万 円

W501～659万 円

V659万 円以 上



214

THECHANGINGDEGREESOFINEQUALITY

OFACCESSTOHIGHEREDUCATION

JyojiKIKUCHI

Japan,asinmostEuropeancountries,hasexperiencedamarkedslowdowninits

enrolmentrateforhighereducatioロsincethelasthalfoftheseventies.1且orderto

explainwhytheenrolmentrate.haslevelledoff,itisnecessarytodeterm量newhat

socialgroupshavesufferedfalli且9Participatio-ratesi亘h嬉hereducatio且.

Thispaperhastwomajorpurposes:a)toestimatetheenrollnentratesforh三gher

educatio皿byfamilyillcomequint量legroupsfrom1970to1983,andb)to.calculate

thechangingdegreesofine(証ualityofaccesstohighereducat量onintheprocessof

theenrolmentdeclille.

Thismakesuseofdatafromthe1970-1983Sπ7ρ8y3qプFα 初 の1ηoo耀 αη4

Eκp6η4吻78(Bureau .ofStatistics,OfficeofthePrimeMi且ister). .Mostofthepapers

onthistoplc(includingthosewritte且inEnglish)arebasedo且datafromtheMinistry

ofEducatioゴs%θ.Rθ ρ07'3.oη σ η勿 θ73吻S伽46π'L漉S班 紹 ッ.Bysampling

approximately30,000studentsfromuniversities,
.theMinistryasksthestudentsto

completeaquestionnairecomposedofvariousaspectsofstudentlife,i且cludingyearly

incomesoftheirfamilies.Inco且trast,丁 舵Fα 煽 砂 ∫η60耀 伽4Eκ ρ8π4伽rθS卿%y

coversalltheco皿sumerhouseholdsexceptf前allthoseeエ1gagedinagriculture,

forestryandfisheryandforoエ1e-personhouseholds.About8,000householdsare

ra且domlyselected,1)asedonthethree-stagestratifiedsamplingm6thod.且ouseholds

arerequestedtofillintheFamilyAccountBookswithdaily三ncomesa鳳dexpeRdi-

turesforslxmonthsandtosel葦 ・admin三stertheiryearlyincomes.Sinceillcomeis

extremelydifficulttomeasure,itislittle.wonderthatbothoftheseresultsareno

IIloreaccurate.However,itissafetoassumethat,compari且gtheIn6thodsofcollect-

ingtheinf・ ・m・t三 ・亘・th・d・taf・ ・m物F魏 砂1η6・ 御6鰯 翫 ρ卿 伽63脚 砂3

ismorereliable.Theproblemiswhytheproportionofstude且tsfromthelower

i且comegroupsinthenat三 〇naluhiversitiesappearhigh,asbasedon%61～ βρ07'30η

乙砺 ρθ73∫彦ッS伽4θ 彫L漉S"η θヅ.Onepossibleanswertothisquestionmayhave

somethingtodowiththesurvey'spurpose,whichaimsto``obtainbasicdatafor

improvingthegovernmentalprogramofscholarshiploans".Atnati6且alu且iversities,

whereaproportio且ofstudentsmorethanfivetimeshighertha且privateuniversities

arereceivinggovernmentalscholarshiploa且s,studentsfromthelowerincomegroups

areoddlyoverrepresented.

Fromthedatathepercentagedistributionsofstudentsbyfamilyincomequi皿tile
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groupscanbecalculateld..(The.cut-offpoint.sof.theincomequihtilesareshownin

App6ndix)、Sindehotis6holdheadS.呈nthe45-54.age..group.approxitnatethepopulatio且

offamilies..having18-21year-01dchildren,..properadjtistments.for.1theagegr6upof

househbldheadsshould.be...m'ade;∴In'thispap6rtheratiogof・ .1)eircentageofstudents

froma.familyi.ncQmequintile.group.・tothepercentage..ofhG蛤6h61dsl.Withth6

.househ61dheads.i皿 亡he45「54agegroup(Table1).are.calctilatgd...Theyarelsb血e・

timeScalledth6selectivityindexor..quotafulfilmentindex..、.Fromthese.adjusted

indexestheenrolmelltratesforhighereducationbyfamilアi.ロcbme.Φintilegroゆs

can..beestimated(Tables2ん7).Onclos6rinsp6ction...theydisplaycorisider'able

variation.Allow…ngforltheseFstatistica1.fluct亡ations,whichlalw.ays.occurdue.to

measurenient.e面r,a曲oothingtechniquei.know且 ・.as《53R'H》,..is・ ・applied.to.the

s'equ6ncesofthe.estimatedenrolme皿trates」This..isappropriate.fot.th6.analysisbf.

thiskihdof'6nroltneritrates,becausemdchm6r6..6anbeihdh6edff6m.the..slh66thed

datatha皿.fromtheoriginaldat.a.'i.........・

Abrieflookatthe.averageenrolnientrates三 血theTabl¢s3～.4.lwitl.show.that.

thefall・offl皿.theenro玉mentrateshasoc6urredlmoresharpl夕.atuniversities.thanat

juniorcoll¢ges..AnalysiSofthisdeclinebyfamily.in60mequintiie.groups.・(TableS.

8ん13)revealsapatternconsistentwithanecono皿icexplanation:anappreciable

dow双slide .oftheenrolmentratesatthelowerincomegroups(thelowestandthe

secondlowestquintlles),aslowbut串teadyincreaseatthemiddle.incomegroups

(thethirdandfourthquintiles),andamarkedriseatthehigherinc6inegroup

(thehighestqロi皿t.i豆e).

1‡shouldbeIlotedthat,since1980,therehasbeenadecli且eilltheenrglme且t

ratesatthehighestquintile.Itwouldseerロthatthemostprivilegedgrouphas

actuallylostgroundtothelesspri》ilegedgroups.Thisreversaloftheestablished

directionhasnotbeentodatedirectlyconfronteda且di且vestigated..Since1976the

JapalleseGovernmellthastakenapolicytodeliberatelyrestraine且rolme血tgrowth

atth♀privatesector.Asaresultofthisa
.nti-growthpolicy,someoftheprivate

u皿iversitiesinthemetropolitanareashavebecomeinte皿selycompetitive.0且e

三nterpretationisthatanyintensificationofthiscompetitionwoulddiscouragethe

studentswithmargi耳al.academicabilityinthehighincomegroupfromattending

ロコ
unlversltles.

Thenextproblemishowtodeterminetheprecisedegreeofinequahtyofaccess

to
.highereducation.1且theabsenceofclearcriteriaforchoosingamo旦gthe

numerousmeasuresofinequality,researchershaveusuallybasedtheirchoiceo皿

conveniellce,familiarity,orollvaguemethodologicalgroullds.AlthoughtheGini

indexisthemostpopularmeasure,Atki且soロarguesthatsuchsummarymeasuresas

thisare且otpurely`statistical'andtheyembodyimplicitludgeme亘tsaboutweightto

beattachedtoinequalityatdifferentpointsonthescale.Thedegreeofinequality
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ca腿ot,ingeneral,..bemeasuredwithoutintroduci皿gsocial.ludgemellts.He.argues

thattheseconve夏tional.su㎜arymeasures.should.berelectedinfavourofdiτect

consideratio且ofthe.d三stribut量o且alvaluestobeadoptedandsuggestsanewmeasure

wh量chwouldailowthisto.bedo且e.Theadva豆tage.ofAtki糞son,smeasurei3that

三t..prov三desaflex量ble,theoretically-basedapproach .to.ineqμality.OnemaychQosea血

explicitparameterεwh三chisclearlya.measureofthedegreeofi憂equality・aversio且 ガ

inordertoconfir血6nelsludgeme皿taboutwhatportio且softhedistributiQnaremost

relevanttothea亘alysis.

Withthepurposeof..measuringthedegreeofthei且e〔palltyofaccesstoh.igher

education,wec31culatethevalueofAtkinsQゴsmeasurefordifferentvaluesofε

(seeFigures1～6),.whereahlghervaluedenqtesgreaterineqUality.Forthevalue

6fε.置0.5,theAtkiロson'scoefficie旦tsareslightly.decliRi豆gorratherstable..These

tre血dsindicatesolロereductio鳳orstabilityinthei艮equalityofaccess.Forthe.value

ofε=5,however,thecoefficientsfQruniversities,bQthhatlonal-10calandpriVa吟,

shOwquiteadifferelltpicture,suggestingthetre耳dtowar4.i且equalitysi且ce .thel耳st

halfof.thesevepties.Thereisllodoubtaboutthepersiste且ceofabasicpatternof

ineq翠ality, .butthisShouldnotbeallowedtoobscurethe.signifiρantchange.


